
令和８年度 第２回 八千代市都市計画審議会 次第 

 

日時：令和８年１０月２０日（火）午後２時から 

場所：市役所別館２階 第１第２会議室 
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議案一覧表 

 

議案第１号 

八千代都市計画生産緑地地区の変更について（付議） 

 

 



議案第1号

都市計画法第 2 1 条第 2 項において準用する同法第 19 条第 1

項について,八千代市都市計画審議会条例第 2 条の規定により,審

議会に付議します。

八千代都市計画生産緑地地区の変更について(付議)

令和8年10月5日

提案理由

当初指定の告示から 30年経過したもの及び主たる従事者の故障

又は死亡に伴う行為の制限の解除に伴い,生産緑地としての機能が

失われたものの廃止により面積の減少が生じたことから,八千代都

市計画生産緑地地区の変更を行いたいとするものです。

八千代市長
f叉、遜戸央ι

服部友貝1 、

記
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八千代都市計画生産緑地地区の変更 （八千代市決定） 
八千代都市計画生産緑地地区中７７号萱田第１２生産緑地地区他６地区を次のとおり変更する。 

名        称 
面    積 備    考 

番 号 生 産 緑 地 名 

７７ 萱田第１２生産緑地地区 約 ―  ｈａ 廃  止 △約０．０７ｈａ 

１１９ 上高野第７生産緑地地区 約 ―  ｈａ 廃  止 △約０．１４ｈａ 

１２１ 上高野第９生産緑地地区 約 ―  ｈａ 廃  止 △約０．３４ｈａ 

１７４ 高津第４６生産緑地地区 約 ０．３４ｈａ 一部廃止 △約０．２８ｈａ 

１９７ 八千代台北第２生産緑地地区 約 ０．７５ｈａ 一部廃止 △約０．５３ｈａ 

２３４ 上高野第１７生産緑地地区 約 ―  ｈａ 廃  止 △約０．３３ｈａ 

２３７ 大和田新田第７３生産緑地地区 約 ―  ｈａ 廃  止 △約０．４２ｈａ 

合        計 約 １．０９ｈａ 
廃  止 △約１．３０ｈａ 
一部廃止 △約０．８１ｈａ 

「位置及び区域は計画図表示のとおり」 
理由 
・生産緑地法第 14 条による廃止のため。 
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変 更 の 内 訳 総 括 表 
 
 

今 回 の 変 更 に 関 す る 区 域  生 産 緑 地 地 区 の 全 体 の 内 訳  表 

地区数 追 加 廃 止 面積の増減 

変 更 後  変 更 前  

地 区 数 合 計 面 積 地 区 数 合 計 面 積  

７地区 －ｈａ △約２．１１ｈａ △約２．１１ｈａ １４５地区 約３５．２４ｈａ １５０地区 約３７．３５ｈａ 
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八千代都市計画生産緑地地区の変更について（ 八千代市決定）  

位 置 図 
Ｎ  

77 号 萱田第 12 生産緑地地区 

凡例 
変更箇所 

197 号 八千代台北第 2 生産緑地地区 
174 号 高津第 46 生産緑地地区 

237 号 大和田新田第 73 生産緑地地区 

119 号 上高野第 7 生産緑地地区 

121 号 上高野第 9 生産緑地地区 

234 号 上高野第 17 生産緑地地区 



凡 例

既 決 定 区 域

廃 止 区 域

5

77号 萱田第12生産緑地地区



凡 例

既 決 定 区 域

廃 止 区 域

6

119号　上高野第7生産緑地地区

121号　上高野第9生産緑地地区



凡 例

既 決 定 区 域

廃 止 区 域

7

234号　上高野第17生産緑地地区



凡 例

既 決 定 区 域

廃 止 区 域

8

237号　大和田新田第73生産緑地地区



凡 例

既 決 定 区 域

廃 止 区 域

9

174号　高津第46生産緑地地区

197号　八千代台北第2生産緑地地区



令和８年度第２回都市計画審議会 その他報告 

八千代都市計画大和田地区土地区画整理事業の区域変更について（報告） 

令和８年１０月２０日 

八千代市都市計画課まちづくり推進室 

《報告概要》 

市として大和田地区土地区画整理事業の変更(大和田駅北側地区を土地区画整理事業区域から外

す)を検討しており，これまでの取組や今後の予定についてご報告します。 

《経緯》 

大和田地区土地区画整理事業の都市計画決定 

大和田地区土地区画整理事業は，昭和 44 年(1969 年)に都市計画決定されました。 

●駅南側：昭和 48 年(1973 年)より事業に着手し，平成 27 年(2015 年)に全体の整備が完了。 

●駅北側：地元の合意形成が得られないことや，その後の社会・経済情勢による事業環境の厳

しさから，長期未着手の土地区画整理事業区域となっている。 

《これまでの取組》 

市としては，地権者と調整を図りながら土地区画整理事業に代わる整備手法について検討を進

め，整備の方向性（案）を作成しました。地権者からも大きな反対意見はないため，方向性に沿

った整備構想の策定に取り組んでいます。 

《今後の予定》 

令和８年度(2026 年度) 

 ・整備構想の策定：地権者のご意見を伺ったうえで，整備構想の内容を取りまとめます。 

令和９年度(2027 年度)【都市計画審議会への付議】 

・土地区画整理事業の変更（大和田駅北側地区を土地区画整理事業区域から外す） 

・地区計画の決定（大和田駅北側地区） 
添付資料 

１． 現況図 
２． 大和田駅北側地区の主な経緯 
３． 大和田駅北側地区 整備の方向性(案) 
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昭和44年　 都市計画決定( 土地区画整理事業)

平成27年　 整備完了

未着手区域
約13. 2ha

現況図（ 土地区画整理事業）

京成大和田駅

八千代市全体図
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大和田駅北側地区の主な経緯

日付 内容 備考
昭和44年1月30日 大和田地区土地区画整理事業の都市計画決定 大和田駅の南北一体で都市計画決定。

南側については土地区画整理事業が完了。
北側については，現在まで長期未着手地区と
なっている。

昭和45年 地元に土地区画整理事業に対する組織（大和
田駅周辺都市改造対策協議会）が立ち上がる

昭和48年11月16日 （大和田駅南口地区土地区画整理事業の事業
認可）

昭和58年10月 意識調査（アンケート）実施 土地区画整理事業の賛否についてアンケート
を行ったところ，大和田駅北側地区の地権者
については，50％以上の人から反対との意見
が出た。（回収率72.5％）

昭和59年~60年 「まちづくり おおわだ」の紙面を6回発行
昭和62年10月20日 （大和田駅南地区土地区画整理事業の事業認

可）
平成3年6月 意識調査（アンケート）実施 土地区画整理事業の賛否についてアンケート

を行ったところ，大和田駅北側地区の地権者
については，反対と受け取れる意見が75％程
度だった。（条件付き賛成についてもこの割
合に含んでいるが，減歩自体を否定する内容
であり，土地区画整理にほぼ反対意見として
捉えられる）（回収率72.4％）

平成29年10月〜11月 アンケート調査 土地区画整理事業以外の方法（その他の整備
手法など）を進めた方がいいという意見が約
70％という結果になった。
公共下水道が整備され，何もしないままでい
いという割合が増加したと思われる。

平成31年3月 大和田駅北口地区まちづくり等業務委託報告
書を策定
事業手法を検討し，今後のまちづくりの基本
的な考え方をまとめ，事業手法の適用可能性
を検討した。

シミュレーションの結果，権利者負担での事
業成立性が低く，成立のためには公共用地先
買い事業費の市財政に大きな負担が必要なこ
と，また，大量の家屋移転によるコミュニ
ティの影響が懸念される結果が導かれ，土地
区画整理事業は難しいとの結論。

令和元年8月 第1回まちづくりニュースを送付開始
（現在まで年１回程度のペースで第6回まで
送付）

令和2年2月9日 大和田駅北側地区まちづくり説明会を実施 地権者等に土地区画整理事業の事業化が難し
いということを説明。そのうえで，その他の
整備手法の検討を進めていきたいと説明。
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日付 内容 備考
令和2年7月18日 第1回大和田駅北側地区まちづくり勉強会を

開催
（令和4年の第6回まで開催）

令和2年2月9日に開催した説明会で，地元も
含め検討していくことになり，勉強会を開催
することとなった。

令和5年2月 アンケート調査
大和田駅北側地区まちづくり整備方針作成の
ためのアンケートを実施

アンケート結果としては，都市計画道路の築
造などが求められた。しかしながら，大部分
の地権者が自分の土地に何らかの影響がある
ようなものには協力は難しいとの回答だっ
た。

令和5年3月 八千代市大和田駅北側地区まちづくり整備方
針を策定

土地区画整理事業の実施は難しいとの結論。
それ以外の整備手法の検討を行った。

令和6年4月〜 日本大学生産工学部建築工学科の研究室と共
同研究で，大和田のまちづくりに取り組む。
（現在までワークショップを8回開催）

共同研究に伴い，勉強会をワークショップに
引き継いでいく形として開催。

令和7年9月11日
 〜9月30日

整備の方向性（案）への意見を募集。
地権者に個別に送付したが，大きな反対意見
は出てこなかった。

土地区画整理事業の変更（大和田駅北側地区
の土地区画整理事業の廃止）に向けて手続き
等を行い，土地区画整理事業以外の整備を
行っていく方向性を示した。
整備の方向性としては，
・都市計画道路の整備
・地区内道路の確保（建て替えに伴うセット
バックにより４ｍ幅員に）
・広場整備
・「まちづくりルール」として地区計画を作
成

令和8年 整備の方向性に沿って，大和田駅北側地区の
土地区画整理事業の変更（大和田駅北側地区
を土地区画整理事業区域から外す）に向け
て，地元との合意形成を進めていく。
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